
2023/0９/２９
日本リビング保証株式会社

東京証券取引所グロース市場（7320）

事業計画および
成長可能性に関する事項について
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会社概要
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商号   ： 日本リビング保証株式会社
（Japan Living Warranty Inc.)

設立  ： 2009年3月

所在地：

・東京本社    東京都新宿区西新宿4-33-4 住友不動産西新宿ビル4号館

・大阪支社  大阪府大阪市中央区瓦町4-8-4 井門瓦町第２ビル

・名古屋支社 愛知県名古屋市中村区名駅2-45-14 東進名駅ビル

・福岡支社  福岡県福岡市博多区博多駅前3-4-25 アクロスキューブ博多駅前

グループ会社：

・リビングポイント株式会社（100％出資子会社）

・リビングファイナンス株式会社（１００％出資子会社）

免許登録等

（日本リビング保証株式会社）
一般社団法人 Fintech協会 法人会員
一級建築士事務所：東京都知事登録第63955号
一般建設業：東京都知事許可（般-2）第152448号
住宅かし保険法人登録検査事業者

 （リビングポイント株式会社）
前払式支払手段（第三者型）発行者登録：関東財務局長第00676号

CORPORATE PROFILE
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SLOGAN／MISSION／VISION
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・ 保険／オペレーション／金融の各領域に強みを持つメンバーで構成

・ 女性役員１名／３０歳代役員３名を登用することで、ダイバーシティ/サステナビリティ経営を志向

MANAGEMENT MEMBER （社内取締役・執行役員）
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事業紹介
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企業のアフターサービスを
陰で支える「黒子役」

製造・販売企業
ユーザー・オーナー

製品・サービス

アフターサービス

＋

当社

OEM提供

メンテナンス
依頼など

必要に応じて
連携



事業者には販売促進・顧客接点を。
消費者には安心体験を。

9

製造・販売企業

ユーザー・オーナー

保証による
購買訴求

＜初期保証期間＞ ＜延長保証期間＞

保証コスト負担＝事業者 保証コスト負担＝消費者

利用
開始

顧客接点の継続

安心体験の継続

〇 企業の持つニーズに応じて、保証制度を設計・構築
例：製造者、販売者負担にて初期保証を長期化する
例：消費者負担の延長保証サービスを提供する

〇 業務オペレーションの請負やCRM支援を実施

×
不具合発生

無料修理・交換

×
不具合発生

無料修理・交換

製品
サービス
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＋

受付
-Ｃｏｎｔａｃｔ Center-

物流
-Logistics-

ポイント発行
-Point system-

点検/修理
-Inspection/Repair-

保証
-Warranty-

決済
-Settlement-

履歴管理
-History management-

SaaS提供で
業務効率化を支援

豊富なソリューションラインナップで
最適なアフターサービスを実現
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住宅を基幹マーケットとしながらも
新領域への展開を加速中

住宅（戸建・マンション） PV（太陽光発電・蓄電機器）

ＥＶ（電気自動車） 家電機器

ＨＷＴ事業領域 EXT事業領域

教育ICT機器



ストック型とフロー型の
ハイブリッド型経営が特色
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HWT事業 EXT事業

建物・設備に関する
長期保証

期間按分計上が中心

保証制度構築コンサル
＋アドミ業務

当期一括計上が中心

主力商品

住宅事業者

ハウスメーカー・マンションデベロッパー
工務店・仲介会社など

各種メーカー・販売店

現在は再エネ関連機器、教育ＩＣＴ機器
および家電が中心

主な取引先



13

各種アプリに連携可能なSaaS提供で
アフターサービスDXを支援

おうちマネージャー

クライアント独自
のアプリなど

SaaS

当社提供アプリ 他社提供アプリ

システム連携 システム連携

自動受付・差配
チャットボット
＜Navi it>

リフォーム見積・契約
プラットフォーム
＜KROX>

ポイント発行・決済
プラットフォーム
＜OMS>
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アフターサービスDXの提供で
2.5兆円マーケットへ挑戦
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国内延長保証
マーケット

約1.5兆円 ※１

国内SaaS
マーケット

約1.０兆円 ※2

保証制度の企画・提供 SaaSの開発・提供＋

※１ 出典：矢野経済研究所「2022年度版国内ワランティ（延長保証）サービス市場総覧」
※2 出典：富士キメラ総研「ソフトウェアビジネス新市場2022年版」



幅広いサービスバリエーションと
DXによる業務支援が強み

18
※A～D社は保証サービスを提供している企業を選定（当社調べ）
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業績ハイライト
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売上・利益とも過去最高を更新
経常利益は１０億円を突破

売上高

営業利益

経常利益

親会社株主に
帰属する
当期純利益

３,９１９

741

1,021

751

＋614

＋91

＋253

＋204

１18．6％

１14.0％

133.1％

１37．5％

3,305

650

767

546



両事業とも大幅なプラス成長で
過去最高の売上高を更新

21

売上高

Homeworth
Tech

事業

ExtendTech

事業

その他

3,919

2,256

1,624

38

＋614

＋３３4

＋380

△99

１１8．6％

１１7．4％

１30．6％

28.0%

3,305

１，922

1,244

１38
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両事業とも連続/安定的な成長を継続
EXT事業が社会的ニーズを捉え成長
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Homeworth
Tech

事業

ExtendTech

事業

その他

営業損益 ７41

１20

６５９

△３８

＋91

＋８

＋１１８

△３５

１１4．0％

１０７．8％

１２１．８％

ー

６５０

１１１

５４１

△３

両事業ともプラス成長を達成し、
過去最高の営業利益を更新



長期保証サービスは、会計処理上
拡大期に利益が圧迫される構造 
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（例）第n期に10年間の設備保証料を一括領収した場合

入金
ベース

会計
処理

保証料
入金

10

１

n期 n+1期 n+2期 n+3期 n+4期 n+5期 n+6期 n+7期 n+8期 n+9期

１ １ １ １ １ １ １ １ １

B/S（長期）前受収益として計上

同様に原価（保険料等）も分割計上

手元には潤沢なキャッシュが発生
（成長投資や資産運用の原資に）



保証契約残高は2023年６月期で
約16.7億円増加
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保証契約残高（【前受収益＋長期前受収益】の残高）
↓

将来に亘っての確定売上

FY2020
４Q

FY202３
４Q

FY202１
１Q

FY202１
２Q

FY202１
３Q

FY20２１
４Q

FY202２
４Q

FY202３
３Q

FY202３
２Q

FY202３
１Q

FY202２
３Q

FY202２
２Q

FY202２
１Q



ストック型ビジネスに由来する
財務健全性がB/S上に表出 
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流動資産 約７４億円

固定資産 約１２６億円

純資産 約１９億円

長期前受収益 約８５億円

その他流動負債 約１４億円

前受収益 約１８億円

その他固定負債 約６３億円

流

動

負

債

固

定

負

債



各種KPI指標は下記のとおり推移中
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新規契約獲得金額
前受収益・

長期前受収益残高
発行済電子マネー
未使用残高

HomeworthTech事業



再生可能エネルギー領域 売上高 家電・その他領域 売上高

ExtendTech事業

各種KPI指標は順調に推移中

28
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今後の成長戦略
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住宅領域の深耕と
新規保証領域の拡大を推進

新築住宅マーケット

既存住宅マーケット

HWT事業 EXT事業

※図表の大きさはマーケットを規模を表すものではありません。

全ての製造・販売マーケット

セカンダリー（中古品売買）マーケットセカンダリー（中古住宅売買）マーケット

再エネ
機器

ＧＩＧＡ
スクール

生活家電

再エネ機器保証
（住宅用・産業用）

マーケットマーケット マーケット

検査保証
サービス

新領域
●●

マーケット

新領域
●●

マーケット

保証サービス

My warranty

検査保証
サービスおうちマネージャー

【より総合的に、深く】 【より多面的に、広く】

My warranty

建物20年
保証
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10年目の有償メンテナンス不要で
建物20年保証を実現



32

独自のポイント発行・決済機能により
ロイヤルカスタマー育成を支援

※当ポイントは前払式支払手段発行者であるリビングポイント株式会社（当社100%子会社）にて発行
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EV/PV領域をオールカバーする
保証引受体制をいち早く構築完了 

2023年3月
日本発のグローバルEVベンチャーTerra Motors株式会社の
EV充電インフラ事業  「TerraCharge」へ保証サービス提供開始
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2023年10月より、産業用・
系統用大規模蓄電池の保証を開始
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保証申込から修理受付まで
あらゆる不自由をDXで解決
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リユース車両整備機器の売買ＷＥＢサービス

「メカコミ」へ保証サービスを提供
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今後の業績見通し
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過去最高かつ
上場以来連続の増収・増益達成へ

売上高

営業利益

経常利益

親会社株主に
帰属する
当期純利益

4,820

840

1,060

779

＋901

＋99

＋39

＋28

１23．0％

１13.３％

103.8％

１０3．7％

3,919

741

1,021

751
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両事業ともにマーケットニーズを捉え
過去最高の売上高へ

売上高

Homeworth
Tech

事業

ExtendTech

事業

その他

4,820

2,871

1,929

19

＋901

＋615

＋305

△19

１23．0％

１27．2％

１18．8％

50.0%

3,919

2,256

1,624

38



40

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

建物保証・再エネ機器保証への注力で
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短期・長期の双方を見据えた
戦略的な人材採用を実行

従業員数※1の推移

業務のデジタルシフト
を通じて効率化

企業成長のエンジンとして
採用を加速
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SaaS事業の強化および
FinTech事業の開発に注力

SaaS事業

既存事業
（HWT事業・EXT事業）

Fintech事業

中期計画期間

【中長期の売上高イメージ】

成長投資

2026.6月期202４.6月期
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長期的成長を見据えた積極投資を実行

オーガニックグロースに向けた投資

人財・組織基盤

ノン・オーガニックグロースに向けた投資

M&A／インキュベーション戦略基盤

デジタル戦略基盤

デジタル戦略推進本部の新設

平均年齢：30.4歳

ITパスポート資格全社員取得

高度なデジタル戦略企画推進に向けて、
デジタルネイティブ人財を新規採用し、チームアップ完了

現場レベル学習および受験費用を全額会社負担とし、
現場レベルでのITリテラシー向上へ

人財採用競争力の向上

企業認知度向上・待遇水準の引き上げ
労働環境整備を通じて「選ばれる企業」へ

テクノロジースタートアップとの接点創出

VCなどを通じた積極的な接点構築を継続し、
資金力を生かしたCVCファンドの設立を検討

＋
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「良いモノを永く使う世の中の実現へ」
サステナビリティ活動を継続
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Appendix



46

(百万円)
21年
6月期

22年
6月期

23年
6月期

流動資産 7,313 6,231 ７,４９３

内、現金及び預金 5,547 3,399 4,175

固定資産 7,155 9,987 12,609

有形固定資産 310 978 808

無形固定資産 139 214 318

投資その他の資産 6,705 8,794 11,482

資産合計 14,469 16,219 20,103

負債合計 13,690 14,975 18,157

流動負債 3,457 2,675 3,266

固定負債 10,232 12,300 14,891

純資産合計 779 1,243 1,946

負債・純資産合計 14,469 16,219 20,103

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を２０２２．６期の期首から適用しており、
  ２０２１．６期については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値を記載しております。

連結BS
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(百万円)
21年
6月期

22年
6月期

23年
6月期

売上高 2,624 3,305 3,919

売上総利益 1,660 2,189 2,788

営業利益 381 650 741

経常利益 458 767 1,021

親会社株主に帰属する当期純
利益 243 546 751

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を２０２２．６期の期首から適用しており、
  ２０２１．６期については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値を記載しております。

連結PL



事業等のリスク リスク要因となる主な事項 対応策

(1)外部経営環境
による影響につ

いて

・住宅/不動産市況
・太陽光発電/蓄電システム機器の需要

・新サービスの提供
・新規事業領域への展開

(2)競合について
・競争激化による収益性低下
・競合の模倣による独自性の消失

・他社の模倣が困難なアフターサービスDXの提供
（保証/金融/オペレーションにデジタルを組合わせたソ
リューションの提供）

(3)損害保険会社
との契約及び提
携関係について

・想定を超えた故障率
・提携の解消

・正確な故障率の把握
・保険料増加時の価格への反映
・顧客開拓手段の多角化

(4)検査補修サー
ビスの外注につ

いて

・委託先との契約解除
・委託先の経営破綻

・委託先の分散
・内製化

(5)法的規制につ
いて

・法令違反の事象の発生
・コンプライアンス委員会の設置
・役職員に対するコンプライアンス教育の徹底

(6)個人情報の流
出可能性及び流
出した際の影響

について

・情報の外部流出
（不正アクセス/管理体制の瑕疵）

・プライバシーポリシー/社内規定に従った取扱い

48
※この他のリスク情報は有価証券報告書をご確認ください。

リスク情報



49

事業等のリスク リスク要因となる主な事項 対応策

(7)風評等のリス
ク

・業界に対する否定的な風評
・他社の不祥事/経営破綻による業界評判悪化

・経営の健全性の維持
・業界の社会的価値の啓蒙

(8)システム障害
について

・社内システム不良/動作不能
（自然災害/事故/不正アクセス）

・セキュリティ強化
・データサーバの多重管理
・その他あらゆるシステム上の体制構築

(9)人材の確保・
育成について

・必要な人材が確保できない
・重要な人材の流出

・採用体制の強化
・魅力的な職場づくり
・働きやすい環境づくり

(10)内部管理体制
の強化について

・内部管理体制の構築不足
・コンプライアンス委員会の設置
・ガバナンス体系の整備

(11)自然災害等に
よる影響について

・自然災害による人的/物的被害 ・地方拠点を活用したBCP体制の強化

(12)サステナビリ
ティ推進への対応

について
・社会課題への対応不足

・SDGs推進室の設置
・全社横断的な施策の実施

※この他のリスク情報は有価証券報告書をご確認ください。

リスク情報
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免責事項
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